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　第1図の横軸には1人当り所得（Y／N）、縦軸には各度数の比率が示めされている。点線のn
曲線は、1人当り所得水準の関係としての入口増加率を示している。ysは生存所得水準であるか
ら、ys以下ならば入口は減少し、　ys以上ならば人口は増大するが、生物学的な上限（5％）が
あるからn曲線の型は図のようになるとする。つぎに、S曲線は、1入当り所得水準の関数として
の社会全体の貯蓄の国民所得に対する比率を示したもので（単に貯蓄率といえるもの）、ある経済
に澄いて実現される貯蓄（＝投資）比率の1入当り所得に対する依存関係を表わしたものである。
所得水準の低い社会では、貯蓄率（S）は負となり、人口が増加しないような社会でも貯蓄されて
いることがあるから、ysの近くでもs＞nとなると考えられる。　Sの上限は、15％と仮定する。
r曲線は、任意の1人当り所得水準を維持するために必要とされる資本蓄積（資本量）の国民所得
（Y）に対する比率である。いま、社会の人口をN、資本ストツクをKとする。仮に入口がdNだ
け増加すれば、他の条件が不変であるとすれば、このANをこれまでと同じ1人当り所得水準に維
　　　　　　　　　　　　　　K持するために必要な資本量は、N・li　Nとなる。これの国民所得（Y）に対する比率がr曲線で
あり、（3）これを式で示すと、
　　　　　　　　　　　K
　　　　　　　　　　－・dN　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　r　　，
　　　　　　　　　　　　Y
　　　　　　　　　　　K　　dN　　　　　　∴・＝＝了゜π　…………’”（1）
となる。K／Y＝・α、　dN／N＝nとすれば、（1）式は、次のようになる。
　　　　　　　　r＝αn　　　…………………　（2）
すなわち、rは、資本係数（α）と人口増加率（n）に依存する。したがつて、この曲線rの型は、
資本係数と人口増加率について考えればよいことになる。人口増加率・n曲線の型についてはすで
にみたので、ここでは資本係数（α）について考えればよい。1人当り所得水準の低い社会では、
a〈1であるから、r〈sとなる。経済発展の開始にともなつて、社会資本や工業化のために資本
が必要となる。したがつて、r曲線は急勾配となり、　r＞sとなる。この傾向は、人口増加率の鈍
化にともなつてしだいに弱まる。そして再びr＜sとなるが、工業化の進展にともなつて資本係数
は上昇し、r＞sとなる。
　さて、つぎに二つの曲線rとsとの交点、y1、y2、　y3について考えよう。交点y1とy3
は1人当り所得水準の安定均衡点である。というのは、それらの交点（y1、y3）は、1人当り
所得を不変に維持するのに必要なだけの貯蓄が実現される所得水準を示すからである。いいかえれ
ば、y1とy3は、それが他の位置（右ないし左に少し）移動させようとしても、旧位置に戻る力
を内在的にもつているからである。y1は1人当り所得の低水準安定均衡点、　y3は高水準安定均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一858一
衡点である。y2は、所得水準を右ないし左に少し動かしても、旧位置に戻る力が作用せずもとに
戻らないから、不安定衡点である。1人当り所得水準がy1より低下すれば、図からも明らかなよ
うにs＞rとなり所得の上昇がみられるが、y1の付近で1人当り所得が上昇するとs＜rとなり
所得は低下する。しかし、1入当り所得がy2水準を越えれば、再びs＞rとなつて所得水準の上
昇が接続的に成立することになる。
　以上において、発展途上国に知ける低発展均衡の成立しうることを明らかにした。第1図に澄け
るy1は、1入当り所得水準が非常に低い状態の安定均衡点だから、資本不足→低生産性→低所得
→低貯蓄一低投資という、いわゆる「貧困の悪循環」を説明してくれる。また、y1－y2の範囲
では、r＞sであるからy1へ戻る力が作用している。したがつて、高水準安定均衡点y3に経済
を移動するためには、この範囲で働いているy1に戻ろうとする力を上回る強力な資本蓄積と所得
増加をはかる方策が必要となる。Rosenstein－Rodan　の「ビツク・プツシユ」理論は、ま
さにこの点を強調するものにほかならない。（4）
　ところで、上に展開した発展途上国ua　teける低発展均衡の成立の論理に基づくと、次のような発
展政策が考えられる。第一は、S曲線をできるだけ上方にシフトさせるような政策処置である。そ
れによつて、均衡点は右ヘシフトし、安定均衡点は上昇する。たとえば、何んらかの政策処置によ
つて貯蓄が増加すれば、s曲線の上方シフトが可能となる。そこで、このs曲線を上方ヘシフトさ
せるような政策が問題になるが、それは所得分配の分野にみい出される。（5）s曲線の上方シフトの
ためには、貯蓄が生産的な投資に結びつける必要があり、それには再投資されやすい利潤所得の分
配率が高まるような道が選択されざるをえない。このように、S曲線の上方へのシフトは、巨視的
な観点に立つて国民所得に対する利潤の分け前の増加ということから主として説明されなければな
らない。⑥
　第二には、r曲線を下方にシフトさせる政策処置である。これは、　s曲線を上方にシフトさせる
のと同じ結果をもたらすので、均衡点は右にシフトし、安定均衡点は同様に上昇することになる。
r曲線は、人口増加率（n）と資本係数（α）とに依存した。したがつて、まず、前者の人口増加
率の上昇を抑制するこζができれば、かなり大きな効果を期待できる。しかし、現実の発展途上国
の状況にてらしてみても、この面での効果は余り期待できない。というのは、現在の発展途上国の
人口増加率をみてみると、1950～1960年の年増加率は、2～3％で、1970年もこの勢
いが持続する見込みが強いからである。（7）一方、後者の資本係数についてであるが、資本係数は、
工業化の初期的局面においては一般に大きい。それは、この局面に診いては、産業基盤を整備する
ための先行投資が要請されるからである。それ以後の段階に澄いては、限界資本係数も比較的に小
さくてすむから、直接に生産物を生産するための産業基盤整備への先行投資がまずもつて要請され
なければならない。この種の発展政策をとつてかなりの成長を達成しているのがタイ国である。実
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績をみてみると（1960～66年）、成長率は7％、工業生産の年平均増加率10％、輸出（1
965－68）42％増となつている．（・〉産業基雌備への投飾多L．、eとは、齢投資の配分か
らも明らかである。社会資本への投資が全体の70°／・を占め、工業部門への投資は全体の2％にし
か達していない（1967～71年の5ケ年計画）。この事例からも、投資を産業基盤の整備へ向
けるこの種の発展政策が重要であることがわかる。
　さらに、r曲線を下方にシフトさせるものとしては、教育・技術水準の向上による生産性の上昇
や、労働使用的技術進歩の導入、外部経済の発生などが考えられる。
　以上の展開したことから明らかなことであるが、発展政策においては、貯蓄供給力と資本必要額
とが重要視されることになる。そして、この両者のギヤソプから発展政策の方向が示めされるので
ある。しかし、この種の発展政策の根底には、資本形成が経済発展の鍵であるという考え方が流れ
ている。このことは、資本の供給面だけを問題とし、その需要面を考慮しない結果となる。そこで、
この面を考慮した発展政策が考えられなければならないが、それには資本の需要に合致した投資政
策が必要である。この観点に立つて、いわゆる均衡成長（balanced　gr。wth）と多角的投資
政策の必要性を指摘したのが、ヌルクセの分析である。⑨
（1）　B。Nurkse，　Problems　of　Capital　Forlnation　in　Underdevelopedl
　GQuntries，　1953，　P・4・
（2）　B．Higgins，　EGonoInic　Development，　1968，　Ch．17．
（3）B・Hi99ins，　Ibidem，　P・417・これをヒギンズは　「tGapital　requirements，，
　curveと呼んでいる。
（4）P．N．R・・enSt・in－R・dan，　etN。tes・n　th・Th・。・y・f　the　TBig　P・・h’．’
　　　　　　　in　H．S。Ellis－and　H．G．WalliGh，　Economic　Develop皿ant
　f。r　Latin　America，1961．参照
（5）　E．A。G。Robinson（edited），　Problems　in　EconomiG　Development，
　1966，　P．206．
　　熊谷尚夫「経済政策原理」　1966，P・63・参照
（6）　A．1、ewis，　EGonomic　Developmant　wlth，　Unlimited　Supp！ies
　of　Lobour，　1954，　P。417．
（7）　（｝．Myrdal，　Asia．　n　Drama，　1968，　Voユ。工．P．435．
　Vo1皿，　PP・145．2－55・
（8）原覚夫「アジア経済の発展と新たな分析視角」世界経済評論　1969年12月号　P・11
　　日本経済新聞、昭和45年6月15日「ワークプツク」経済計画　瓶12　参照
（9）　R．Nurkse，　PrQllelns　of　Capital　Formation　in
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－860一
UnderdevelQped　Coun七ries，　1955．参照
皿輸入代替志向型発展政策
　以上でわれわれは、ハロソドニドーマー型成長モデルを援用したヒギンズの分析によつて、発展
途上国に澄ける低発展均衡の成立とその発展政策との関連を明らかにした。この節では、発展途上
国のいかなる側面の生産能力（わけても生産性）の拡大によつて、発展の誘発関係を大きくできる
かを検討する。この問題の検討に当つては、且節でとりあげた均衡成長（balanced　growth）
の方式による発展政策ではなく、アンバランスト・グロースの方式による発展政策が要請されるこ
とになる。（1）というのは、発展途上国の文化的・社会的・制度的な多様性から発展政策に関する戦
略変数を超越的にみい出すのが困難だからであり、限られた資金ですべての発展進路を均衡的に進
めることがかえつて非効率になるからである。
　ところで、このアンバランスト・グロースの意味の発展政策として、われわれは輸入代替志向型
政策を考える。ヌルクセは、資本の供給不足と需要不足という両側面から発展政策を考えた。とく
に、資本の需要面に訟ける悪循環、すなわち低生産力→低所得一低購買力→投資誘因の欠如という
因果連鎖を指摘している。しかし、ここに大切なことがみのがされているのである。それは、発展
途上国の輸入品に対する需要市場の存在である。（2）これによつて、国内生産が誘発され、資本への
投資誘因が成立するのである。ここに、輸入代替志向型政策の成立する理由がある。こうして、発
展途1二国の輸入が国内生産によつて代替されるようになる。そして、これが輸出まで発展する過程
は、赤松教授の「雁行形態の理論」（3）として知られるところである。輸入代替志向型発展政策は、
発展途上国における近代的工業の発展が伝統的工業に与える「逆流効果」（backwash　effeGt）
を極小化する意味で合理的だといえるだろう。（4）
　要するに、このアンバランスト・グロースの意味での輸入代替志向型発展政策においては、なに
はともあれその社会を発展方向に向けさせて発展の誘発関係を作用させて、その作用を政策的に補
強することが主たる目的とされる。したがつて、この種の発展政策の性格は、処点開発主義的なも
のにならざるをえない。
（1）　HlrschmantThe　Strategy　of　Econolnic　Development，　1958　．
　　P．56．
（2）赤松要、世界経済論　1965．P．167
（3）赤松要、世界経済論　PP．169－181
（4）　G．Myrdal，　Asian　Drama，　yVEi　ll，　P．1204
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N労働生産性上昇のマクロ的決定因
　　発展途上国は、輸入代替によつて国内生産を始めるに際して、先進工業国から資本財（初期には
　消費財）と技術を輸入することになる。このように資本財と技術は、先進工業国から導入されるか
　ら、資本能率の面では先進国と同一の条件に立つことができる。（1）しかし、労働生産性の面になる
　と、先進工業国との間にかなり格差がみられる。そこで、この労働生産性の上昇が、発展途上国に
　澄いてはかられなければならない。とくに、輸入代替によつて国内生産が開始された時期に澄いて
　は、労働生産性上昇のマクロ的条件が重要視される。そのような意味において、この節では、労働
生産性上昇の巨視的な決定因を、工業化の初期的局面に焦点をあてて検討する。こうした労働生産
性に関するマクロ経済的アプローチは、労働生産性の長期的な上昇が短期的な動きと矛盾する際に
大きな意義をもつてくる。（2）また、ミクロ経済的アプローチは、経済発展のいま一段先の段階で重
要になる。
　　ところで、この労働生産性の上昇に関する問題は、先進工業国というよりは発展途上国が考えな
　ければならないことである。この問題を扱うに際しては、経済的諸条件の相違や経済発展段階のち
　がいに十分な考慮が払われなければならない。とくに、発展途上国に澄いて、この労働生産性の上
　昇ということが問題になるのは、先進工業国には生産性の改善（impr。vements）を望めるが
発展途上国にはその可能性を望む余地がないので、それよりも新しい経済的条件を創り出してやる
　方が発展途上国にとつては積極的な意味をもつてくるからである。それは、先進工業国は、ロスト
　ウのいわゆる持続的成長（self－sus　ta・ined　growth）のための構造的条件をもつている
　が、発展途上国はそのような条件を満たしていないからである。この点に先進工業国と発展途上国
　の本質的な相違をみい出すことができるが、とくに先進国と比べて発展途上国には、より進歩した
　生産設備もないし、資本ストツクをより効率的に利用し増大させるような構造や経済的特性も、ま
　た労働力をよb生産的に使うような特性もないのである。
　　工業化の初期的局面に澄いては、加速的な成長の条件となる物的諸要因が、長期的な労働生産性
　の上昇にとつて重要な役割を演ずる。その他の要因、たとえば、生産において人間の行動に影響を
　与える要因は、余り重要とはいえないが、加速的な成長をもたらす物的な条件となる限りで重要性
　を持つてくる。工業化は、労働生産性の引上げのもつとも重要な方法であるから、この工業化に望
　ましい条件は同時に労働生産性の上昇にとつても重要だといえる。
　　ところで、経済発展にとつて、資本形成の拡大は決定的な要因である。事実、投資は新しい生産
　技術の導入にも、労働生産性の上昇にも必要なものである。したがつて、労働生産性の上昇を決定
　するマクロ的要因として、投資量を決定する要因を考えることができる。発展途上図の投資量を決
　定する要因は、次の二つである。（1）社会貯蓄、（2）貯蓄の実質投資への転換能力。（3）多くの成長モデ
　ルにおいて、投資は、貯蓄と資本財需要の関数とされ、制約条件なしに投資比率と貯蓄率とは等し
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いとされている。このアブn一チは、資本財を生産する能力を十分にもつ先進工業国には妥当する
かもしれないが、その能力をもたない発展途上国には妥当しない。したがつて、先進工業国では、
貯蓄の投資への転換という問題は理論的に無視できるが、多く発展途上薗にとつては、この転換能
力が問題になる。この問題は、発展途上国において、資本形成の促進を妨げる最大の制約条件とな
つている。というのは、いうまでもなく発展途上国には、この転換能力に欠けているからである。
したがつて、貯蓄の投資への転換は、ある程度外国貿易によつて達せられなければならない。しか
し、この方法も発展途上国の場合には資本財を輸入するから、一次産品の輸出が好調でないと達成
するのは困難となる。
　投資量、したがつて労働生産性の上昇を決定する要因としての社会貯蓄の増大をもたらす要因は、
所得分配の分野にみい出すことができる。社会貯蓄を増大するためには、貯蓄が生産的投資に結び
っけられることが必要になるが、それには再投資されやすい利潤所得の分配率が高まるような道が
選択されざるをえない。この点については、すでに第皿節で検討した。一方、投資能力を拡大する
要因は、生産構造、世界市場の状態、貿易政策のなかにみい出される。
　ところで、この労働生産性の上昇に好ましい社会的制度的フレームワークは、所得分配の問題や
工業化の問題を解決しうるものでなければならない。その意味に澄いては、ここで展開した労働生
産性上昇に関する決定因のマクロ的接近は、＋分に意味をもつてくる。また、この種の接近方法は、
発展途上国に澄いて労働生産性の上昇をもたらす実質的要因の検討に際しても有効となる。さらに、
それは労働生産性の長期の上昇が短期の行状と矛盾する際に大きな意義をもつてくる。
　さてつぎに、以上の労働生産性上昇の決定因に関するマクロ的接近に関連して、雇用創出が労働
生産性の上昇に影響力をもつかどうかをみてteこう。この雇用創出は、労働生産性の上昇の重要な
手段として考えられる。というのは、まず雇用創出は、労働生産性の実質的上昇を意味するからで
あり、またそれが近代的工業に起つた場合には平均生産性より高い労働生産性を達成することもで
きるし、それによつて生産改善の余地もできてくるからである。このように、雇用創出は生産性改
善の余地とそれに好ましい条件を与えてくれる。とくに、近代的な工業部門に論ける雇用創出は、
熟練の向上や技術知識の拡大の必要条件となる。
　この雇用創出を急速に進めるためには、工業化が強く発展途上国に要請される。というのは、工
業化によつてその効果がすぐに望めるわけではないからである。工業化による雇用創出は漸次的に
しかでてこないから、できるだけ早急に工業化の推進をはかるべきことが望まれるのである。また、
近代的工業部門に澄ける雇用創出は、労働の持続期間（durati。n　and　intensity　of
work）および労働能率（労働の集約度）lab。ur　utilizationの標準化に役立つが、西
欧と同じように標準化するのは誤りであろう。（4）
（1）赤松要、「新訂　経済政策論」　1966，P・179
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（2＞　E・A・G・Roblnson　（edl七ed），　Proble皿s　in　Econom1Q
　Development，　1966，　Ghap．　13，　P・260
（3）　E．A・（｝．RoblnsOn　（edlted），　工bidem，　P．259　　　　　　　　－
　　B．H．Hlggユns，　Economic　Development，　1968，　PP・347－560参照
（4）　G．Myrda！，　Asian　Drama，　1968．　Vol．皿　P．1201
N技術の労渤生産性に与える影響
　　　一結びにかえて一
　　本稿の最初にも若干述べたが、発展途上国にとつて先進国からの技術の導入は、経済発展にとつ
　て決定的要素である。そして、この技術の導入が成功するかどうかは、発展途上国の伝統的価値観
　や、政府の行政能力や資源の入手可能性に左右されるが、とくに教育水準の高低はそれに大きな影
　響を与える。
　　ここでは、この技術の導入が、発展途上国において生産性にいかなる影響を与えるかをみ、それ
　を工業化の過程と関連して考察したい。この検討に先がけて、われわれは、技術の導入は技術進歩
　とともになされるから、この技術進歩の形態を明らかにしてtsかなければならない。それはまた、
後に検討する労働生産性の上昇と資本集約度（資本労働比率capital－labour　rati。）
によつて計られた技術の導入程度との間の関係を明確にするのに役立であろう。
　　一般に、技術進歩は、技術知識の水準の向上にともなう生産関数の上方へのシフトとして把握さ
れる。その生産関数のシフトに際して、現在生産に使用されている資本と労働とのバランス（相対
比率）が不変であるか、変化するかによつて、技術進歩は「中立的技術進歩」と「非中立的技術進
歩」とに大別される。（1）さらに、後者は、技術進歩が資本節約的（労働使用的）k方向へかたより
　をもつか、労働節約的（資本使用的）な方向へかたよりをもつかによつて、資本節約的技術進歩と
労働節約的技術進歩に分類される。
　　ハロツドは、技術進歩の三つの形態を、利潤率または利子率を一定と仮定して資本係数の変化に
　よつて説明した。（2）それによれば、資本係数を不変にしておくような技術進歩は中立的技術進歩、
資本係数を増加するような技術進歩は労働節約的技術進歩、資本係数を減少するような技術進歩は
資本節約的技術進歩とされる。このような技術進歩の形態に関するハロツドの分類は、技術の生産
性に与える影響の把握と、工業化の過程との問題をとらえるのに有用な手がかりを与えてくれる。
　　いま、経済全体としての資本ストソクをK、一定期間の新投資を1で表わせぱ、新投資に相当す
　るだけの資本ストツクの増加が生ずるから、
　　　　　AK＝＝1　　…………：・・（1）
　となる。経済の総産出能力をY、資本係数をvとすれば、資本係数の定義から、
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　　　　K＝vY　　…………… i2）
が成立つが、いまもし簡単化のために、資本係数を一定とみなすならば、②式から直ちに結論的に
出てくることは、KとYの時間に関する変化率もまた資本係数（▽）に正比例するということ、す
なわち、
　　　　AK＝vAY　……… i3）
ということである。しかし、（1）式によつて、資本ストツクの変化率は、新投資1にほかならないか
ら、（3）式は、
　　　　1＝vaY　……………　（4）
となり、次の関係式を導くことができる。
　　　　A。＿⊥、．．・……．．．＿（，）
　　　　　　　　V
いま、この両辺を労働の雇用量（L）で割ると、
AY　　1
　　　　　ニニニ　　－
1．　　　　V
1
－　　　　・・。・・・…　　　（6）
L
となり、ここで、
　　　　A　Y　　　　　　I
　　　　T　＝m・T＝k
とすると、結局次のような関係が得られる。
　　　　・一・－」・・…………（・）
　ところで、（7）式から明らかなように、労働生産性の成長率（m）は、直接資本集約度（k）に比
例し、資本係数（V）に反比例する。さて、中立的技術進歩（V－一定）の場合、労働生産性は、
資本集約度と同じ比率で上昇する。労働節約的（資本使用的）技術進歩の場合（vが増加するとき）
には、資本集約度の増加分だけ、生産性の上昇した分から差引かれることになる。資本節約的（労
働使用的）技術進歩（vが減少するとき）の場合には、資本集約度の成長率に比べて、労働生産性
は、累積的な成長をとげる。
　つぎに、以上述べてきたことから、発展途上国の工業化の過程に齢ける問題を検討しよう。工業
化過程において労働節約的（資本使用的）技術を導入することは、マクロの産出に関しての労働生
産性の上昇を低下させ、その結果資本蓄積のスピードをゆるめている。工業化の初期的局面におい
ては、とくにこのマクロ的な意味における労働生産性の上昇が要請される。しかし、ミクロ的な観
点からすると、資本使用的技術の導入も、労働生産性の上昇をもたらす。一方、労働使用的（資本
節約的）な技術を導入するに際しては、急速な工業化がすでに開始されていて、しかも投資をまか
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なうだけの資本蓄積が少なくとも必要となる。そのような意味においても、前節ですでに述べたが、
工業化の推進を早急に開始することが発展途上国に要請されるのである。
　ところで、この技術の導入の問題に関連して、議論が二つに分かれている。一方のアプローチは、
発展途上国にむける「労働力が豊富で、資本が不足している」という事実から出発する。このよう
な状況のもとでは、雇用問題を解決すると同時に生産の急速な成長をもたらすような労働使用的な
技術が選択されるべきだとする。このアプローチは、新古典派的な競争的均衡理論から引き出され
ている。もう一方のアプローチは、動態的な側面に重要性を置く立場である。それは、たとえ発展
途上国に相対的に労働力の豊富さと資本不足があつても、資本使用的技術の導入が好ましいとする。
というのは、その種の技術の導入によつて利潤、さらに資本蓄積に有利な所得の分配を生むからで
ある。G．ミユルダール（myrdal）は、彼の書、“tAsian　Drama”の中で、この二つのアプ
ローチの根本的な弱点は、実際問題の理解に際してでてくると指摘している。（3）この問題の議論に
際しては、つぎのような根本的な事実が考え、られなければならないとする。すなわち、工業化の魅
力は、発展途上国に近代的技術をもたらし、そしてその技術を動力や機械に体化することを約束す
ることから生ずる。このような技術は、使用される技術の形態に緊密に結びつけられるとしている14）
　最後に、注目してかからなければならないことは、同じアウト・プツトを生産するにも先導部門
（leading　sect。r）が労働使用的な技術を導入するか、資本使用的技術を導入するかによ
つて、その雇用に与える影響がちがつてくるということである。現在の発展途上国には、G・ミユ
ルダールもtτAsian　Drama7，の中でくり返し述べているように、労働利用（labour　uti－
lization）むよび生産性の引上げが必要である。それには、上記のことから考えても、労働力
を多く必要とするような労働使用的な技術を導入することが、発展途上国の発展政策として望まし
いと考えられるし、同時にまた、援助もこの労働使用的な技術にマツチした方向でなされるべきだ
と考える。G・ミユルダールも指摘するように、生産性の上昇は、資本と技術の一層の投入によつ
て可能となるが、発展途上国の制度や態度がこの資本の増加と技術進歩にともなつて変化しないた
めに、その生産性に与える効果も結果的に小さくなつているのだと考える。
（1）　R・G・D・Allen，　Macro－Economic　Theory，　1968・　Ohap・15
　とくに：、PP・237－259
　　翻慰葦訳・獄経済学一マク・分析の理一dW－－r上・下」
（2）　R・F・且arrod，　Towards　a　Dynamic　Economics，　1949，　Chap・1
　　嚢葉長翠訳・動態繍学臓」195・・
（3）（4）　G，Myrdal，　Asian　Drama，　1968，　Vol・皿，　PP・1168－1172．
（5）技術進歩と生産性との関係についての理解に当つては、荒憲治郎「経済成長論」1969，を
　R。G．D．Allen，　Macro－Economic　Theory・1968とともに使用した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－866一
